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1,最 近 の動 き及 び 今 後 の 予 定/CurrentTopics&UpcomingEvents







ップを脱 し、新たな政策の創造 一政策イノベー ションー を目指 しつっ、 自ら
の判断に基づいた適時的確な政策展開を図ることが重要です。
当研究所では、 このよ うな基本認識の下、政策イノベー ション等 に資するべ
く、科学技術会議等の関係機関 との連携を図 りつつ、科学技術活動及びそれ に
係わる諸政策に関す る基礎的調査研究を多角的かっ総合的に推進 して参 ります。
本年度の具体的研究課題 としては、以下の6っ の特別研究のほか、各 グルー












のデータベース化をは じめと した科学技術政策研究用情報処理 システムの整備
を進めていくこととしてお ります。
◎ 政 策 研 第1回 顧 問 会 議 開 催/lstMeetingofNISTEPAdvisers
去る9月12日(月)12時より、当研究所会議室 において第1回 顧問会議が開催
されま した。当 日は、山下勇氏、向坊隆氏をは じめ11名の顧問の先生方 に加え、
本庁より伊藤大臣、内田事務次官以下庁首脳に も出席いただき、研究所側か ら
は川崎所長、鈴木総務研究官以下各 グループの総括研究室が出席致 しま した。





・政策研では経済面での取 り組 みが弱いようなので、経企庁の経済研 と共同研
究を進iめれば素晴 らしい成果を挙 げられるのでは。





を 自ら見直 していくべ き。
等 々の活発なご意見が出され ました。
当研究所では、これ らの ご意見を今後の業務運営に反映させてい くとともに、
定期的に顧問各氏との意見交換の場を設 けてい くこととしてお ります。
◎ 竹 内 啓 東 京 大 学 教 授 講 演/LecturebyProf.K.Takeuchi,TokyoUniv.
去 る10月6日、東京大学先端科学技術研究セ ンターの竹内啓教授をお招 きし、
「先端科学技術の社会的影響」 と題 して、主に教授の御専門である経済学の観




◎ 外 国 人 研 究 員 の 受 け 入 れ/ForeignResearchersAcceptedtoNISTEP
2人の外 国人研 究員io)"、当研究 所 の特 別研 究員 と して来所 し、現在 研究 活動
を行 って お ります。
まず ・9月19日 に ア メ リカのNSF(全 米科 学財 団)科 学 資源部 の マ リア ・
パ パ ダキ ス氏(Mrs、MariaPapadakis)が来所 、つ づ いて9月26日 にス ウ ェー
デ ンの ル ン ト大学RPI(研 究政 策 研究所)の レナー ト ・ス チ ンベ ル ク氏(Dr.
LemartStenberg)が来所 致 しま した。
パパ ダキ ス氏は 、約8週 間 当研 究所 の第2研 究 グルー プに加 わ り、科学 技術
指標 に基 づ く日米の研 究開発 構造 の比較 研究 等 に取 り組 ん でお ります。 また、
スチ ンベ ル ク氏は、約6週 間当研 究所 の第 エ研 究 グル ープ に加 わ り、 日本 の研
究構造 におけ る大 学 の役割 の変遷等 につ いて取 り組 んで お ります。





Dr.M.Crow米 国 アイオ ワ州立 大学 科学 政策研 究所 長
(技術 の実用 化の メ カニ ズム の研 究 に関 す る研 究協 力の打 合 わせ)
Dr.s.MiUer米 国 カ ーネギ ーeメ ロ ン大 学
(将来 の研 究協 力 の提 案)
Dr.H.Grupp西 独 フラ ウ ソホー フ ァ協 会ISI
(研究官の 交流及 び研 究協 力の打 合 わせ)
Dr.M.Giget仏 ユ ー ロコ ンシェル ト研 究所所 長
(1960～1988年の科 学政 策 の変遷 につ いて 日 ・米 。欧 の比較 研究
の共 同実施 可能性)
◎ 今 後 の主 な予 定/UpcomingEvents
・ 講演 「1990年代 の科学 技 術政策 につ いて」(10月21日13時30分～16時)
講師 石 井 拘 麻布大 学教 養学 部教授
・R .Chabba1氏(OECD科 学技術 工業 局長)来 所(10月31日)
・ 所 内講 演 「米国 の科学技 術指 標 につ いて」(10月19日15時～17時)
Mrs.MariaPapadakis
・ 同 上 「ス ウ ェーデ ンの産 業構造 及 びR&Dシ ステ ムにつ いて」
Dr.LennartStenberg(11月1日15時 ～17時)
一一3一
2.研 究 ノ ー ト/ResearchNote
科学技 術 に対す る社会 の意識 につ いて一 世論調 査 か ら人 々の 意識 を探 る一
/PublicAttitudestowardS&T～onthebasisof℃plnionPo11"～
1.科 学技術 へ の関心 とイ メー ジ
昭和62年3月 に実 施 され た 「科学技 術 と社会 に対 す る世 論調 査」 によれば 、
過半 数 の人 々(52、4%)が科学 技 術 に関 心を持 って い る と答 えて い る。 また、科
学技 術 の発達 に伴 うプ ラス ・マ イナ スの効果 にっ いて は、 プ ラスの面 が多 い と
す る人 々(54.3%)が両 方 同 じ位(28、7%)及びマ イナ スの面 が多 い(8。3%)とす
る人 々を大 き く上 回 って い る。 しか しなが ら、科 学技 術の可 能性 につ いて は、
f科学技 術が 発達 して も人 間の 心の 中 まで は解 明で きな い」(85.5%が支持)、
「我 々の直面 す る経 済的 ・社会 的問題 の ほ とん どが科 学技術 によ って解決 で き
るわ けでは ない」(63.8%が支持)な ど、科 学技術 を万 能祝 す る意 見 は少 ない こ
とが示 されて い る。
科学 技衛 の発達 が 自分 た ちの生活 に もた らした もの にっ いて は、 生活水 準、
労 働条 件、個 人個 人の生 活 の楽 しみにっ いて み ると、各 々73.5%、39.9%、45.5
%の 人 々が 向上 した と回答 して いる。 しか し、他方 で は、労働 条件 、個 人個人



























向上 した 変わらない 悪化 わか らない
科学技術の発達が もたらす不安についての質問に対 しては、 「科学技術の誤
用や悪用の危険性」(82.8%が支持)、 「人間の運動能力や生活能力の低下」
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(69.5%が支持)、 「科学技術の細分化に伴 う専門化や外部の ものが理解できな
くなること」(65.7%が支持)等の不安を持つ人が多い。




%が 支持)等の選択肢が高い割合で支持 されてお り、保健医療の分野等 自らの生





2.意 識 の移 りか わ り
(1)科学技 術へ の関心 の変化
科学 技術 に対 す る関心 の変 化を追 って み る と、昭 和51年の調 査 で は関心 あ り
(大いに関心 あ りと少 しは関心 あ りとす る者 の合計)とす る者 が62%あっ たの に
対 して 、56年の 調査で は52%(大いに関心 あ り9%と 少 しは 関心 あ り43%)、61















いずれ の調査 にお いて も、 男性 のほ うが女性 よ りも高 い関心(例 えば62年の
調査で は 男性68.1%、女 性38.6%)を持 って お り、 また、高 学 歴の 者 ほ ど高 い













科学技術と深い関連を有する経済 ・産業 ど環境保護 との関係に関す る調査を
追ってみると、昭和40年代後半(46年)には 「産業の発展のためにある程度の公
害の発生は適当な補償の下やむを得 ない」 とする者が40%以上み られたが、50、
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60年代 に入 ると 「自然 や生活 環境 を守 る こと も大 事だ が、 日本 の経 済 が停滞 す
るの は望 ま しくない」 とす る人 々が23.6%(55年)、「多少環 境が 悪 くな って も
経 済が 成長 した方 が よい」11%(57年)、「経 済発展 は 自然保 護 よ り優 先す る」
6.9%(63年)と環 境保護 よ り経 済 ・産業 を重視 す る人が減 って きてい る。
(3)その他
社会 に対 す る国民 の意 識 の調査 の中 で、 「今、 国が良 い方 向 に向 って い ると
思 いますか 。良 い方 向へ向 って い るとすれ ばそれ は どの よ うな点 で、 また 、悪
い方 向に 向 って い る とすれ ばそれ は どの よ うな点 でだ と思 い ます か。(複数 項
目よ り選択)」 とい う質 問が56年の調査以 降行 わ れて い る。 それ らに対 す る回
答 を み ると、 日本 は全体 と して良 い方 向 に向 って い る とす るひ とが悪 い方 向 に
向か って い るとす る人 をお おむね上 回 って い る(例 え ば61年で は、37%対35%、
62年で は43%対29%)。一 方 、悪 い方向 に向 って い るとす る人 も常 に30%弱か
ら釦%弱 まで存在 して い る。科 学技 術 につ いては 、良 い方向 に向 って い る とす
る人が56年の22.4%から62年の28.5%へと着実 に増 えて きて お り、悪 い方 向 に
向 って い る とす る人 く最 高の ときで も61年の1.2%)は少 な い。 ちなみ に、経済
力 にっ いて は、常 時30%か ら40%の人が良 い方 向 に向 って い ると して い る もの
の、悪 い方 向 に向 って い る とす る人 もか な りい る(例え ば57年の16.7%、61年
の14.6%)点が科学 技術 に対 す る評 価 と異 な る点 であ る。 また、資 源エ ネル ギ
ー について は、良 い方 向 に向 って入 る とす る人の 割合 は特段 の変化 を 示 して お
らず常 時4%か ら5%台 にあ るが、悪 い方 向に向 って い るとす る人 の数 は56年
の26.6%から62年には14.6%へと減少 して きて い る。
3.終わ りに
以上の世論調査の結果をみると、国民全体 としては科学技術に対 して比較的
高い関心を持 ってお り、科学技術が国民の生活水準の向上等に貢献す る等良 い
方向に進んでいるという意識が比較的強 いものの、科学技術のマイナス面につ



















西 独 にお ける主要 な研究機 関 は、大学 を 除 くと2つ が挙 げ られ る。 そ の1っ
は、 マ ックス プ ラ ンク研究所 で あ り、 そ こで は 、原子 力を 中心 と したエ ネル ギ
ー開 発・材 料工学 、航 空工学 な どの長期 的応用 研 究を行 って い る。
残 る1つ が、我 々の フ ラウ ソホー フ ァ協会 の研究 所 であ り、現在34の研究 機
関 か ら成 ってい る。 フラ ウ ソホー フ ァ協会 の研 究機 関で行 われ て い る研 究分 野























フ ラ ウ ソホ ー フ ァ協 会 の 研 究 機 関 の 運 営 は 、 全 体 の75%を 企 業(2/3)及び州
政 府(1/3)から得 て い る。 っ ま り、 研 究 活 動 の 多 くの 部 分 を 企 業 か らの 委 託 研
究 と して 行 って い る 。
lSI(IRstitutef◎rSystemsandInnovationResearch)は、1972年に 先
の(1◎)の研 究 分 野 を 対 象 とす る機 関 と して 設 立 さ れ た 。




私 自身 は 、SystemsAnalysisI)epartmentに属 して お り、 こ こで は 主 に エ ネ
ル ギ ー経 済 、 エ ネ ル ギ ー及 び環 境 政 策 、産 業 に お け る技 術 変 化 な どの 研 究 を 行
って い る。
我 々 は 、 技 術 変 化 を 、 テ ク ノ メ トリク ス と い う手 法 を使 って 測 定 した 研 究 を
行 って い る。 テ クノ メ ト リ ッ ク に よ る分 析 は 、 技 術 成 果 を 評 価 し、 各 国 の 技 術
水 準 の レベ ル を 測 る手 法 と して は 有 効 な もの で あ る 。
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禽NationalInstituteofScienceandTechnologyPolicy,
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